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１ 障害者が地域で普通に暮らすことや自立と共生の社会づくりを目標とする 

「障害者自立支援法」の基本理念を堅持しつつ、平成１９年１２月の与党「障害者自立支

援に関するＰＴ」での報告書を具体化する観点から、障害者福祉の原点に立ち返り、「障

害者自立支援法」を、利用者・家族・事業者、そして国民が安心できる制度と仕組みへと、

以下の通り、抜本的に見直す。 

 その際、「障害者自立支援法」の知的、精神、身体障害の３障害の一元化や就労支援、

地域で暮らすための選択可能なサ―ビス体系の多様化など、長所については、必要な拡充

や円滑な移行のための必要な見直しを行う。 

２ 今回の法改正では、介護保険法との整合性を考慮した仕組を解消し、障害者福祉の原

点に立ち返り、自立支援法により障害者の自立生活に必要十分なサ―ビスが提供されると

いう考え方に立って、給付のあり方を抜本的に見直す。 

即ち利用者負担については、能力に応じた負担とし、法第２９条等の規定を見直す。その

際、特別対策や緊急措置によって改善した現行の負担水準の継続や更なる改善、分かりや

すい制度とする。また、サ―ビスの利用者と提供事業者が対等の関係にある現状を維持す

る。 

３ 新体系への移行が円滑に進まない理由を解明し、新体系の移行に係る諸課題を解決す

るための必要な措置を講じる。また、事業所の会計処理、申請文書や報告書の提出義務の

合理化・簡素化を図る。 

４ 利用者にとってのメリットを考えて、サ―ビス利用についての日払い方式は維持しつ

つも、地域間格差を是正し、障害福祉現場の人材確保、職員の処遇とサ―ビスの質の向上

を図るとともに、障害者の生活を支えるために必要なサ―ビスを継続して提供できるよう

にするための事業者の経営の安定化を図るため、人件費部分も含めて、必要な措置を講じ

る。 

５ 新旧体系を含め、事業者の人材確保、サ―ビスの質を維持するため、障害福祉サ―ビ

ス費用の額を引き上げる。 

６ 障害程度区分は、身体、精神、知的、発達障害などの障害特性を反映するものとなる

よう、法第４条第４項の見直しを含め、抜本的に見直す。また、障害程度区分により施設

の利用が制限され、施設を退所せざるを得ないということにならないよう、一人ひとりに

適切な支援ができるような制度と仕組みに見直す。 



７ 障害のある児童が、人間として健やかに成長し、自立できるよう、児童福祉法を基本

として、総合的な支援システムを構築することとし、通園事業や身近な相談支援体制、放

課後型のデイサービスの充実等を図る。 

８ 障害者の範囲について、発達障害、高次脳機能障害が自立支援法の対象となることを

明確化する。なお、難病については、医療との調整もあり、引き続き検討が必要であるが、

現行施策等により支援を行うとともに、症状の重度化などの一定の状態に対して、生活支

援が受けられるような仕組みを検討する。 

９ 社会保障制度全般との整合性を考慮し、税体系抜本見直し等の際に、障害基礎年金の

引上げ（例えば、２級の金額を１級並に、１級の金額は更に引上げ）など、障害者の所得

保障を確立する。その際、１８歳、１９歳時点の課題についても解決を目指す。 

１０ 利用者の意思や家族の意見を尊重しつつ、民間の事業所も活用しながら、 

障害者が地域の様々なサ―ビス資源を適切に組み合わせて自立した生活に役立てることが

できるよう、中心となる相談支援センタ―等の設置や身体、知的、精神それぞれの分野に

おける相談支援専門員などの人材の育成、資質の向上を含め、地域での相談支援体制を強

化する。 

障害児・者の家庭や環境などを加味した支給決定がなされるよう支給決定プロセスを整備

するとともに、サ―ビス利用計画策定対象者を大幅に拡大する。 

利用者、家族への情報提供や細やかな説明などの支援を充実させる。 

１１ 地域生活の基盤整備については、身体障害者を対象としたグル―プホ―ム・ケアホ

―ムを創設する。また、グル―プホ―ム・ケアホ―ム入居者への利用する際の助成など支

援を充実する。 

 さらに、利用者負担を支払った後に施設入所者の手許に残る金額について、在宅とのバ

ランスに配慮しながら、その増額に努める。 

１２ 地域生活支援事業について、重度の視覚障害者のための移動支援等、障害者が地域

で暮らすために不可欠な事業で個別給付になじむものは自立支援給付とするほか、移動支

援、コミュニケ―ション支援について、充実を図る。 

 また、手話通訳等の関係する人材の育成を強化する。 

 精神障害者についてのピアサポ―トや「憩いの場」活動などを充実する。 

１３ 一般就労への移行を支援するとともに、工賃倍増計画の着実な実施やハ―ト購入法

の成立により福祉的就労を支援する。 

 また、福祉的就労分野での利用者負担について、工賃控除額を倍増するとともに、施策

体系の在り方、事業の名称などは、関連施策との関係を含め見直す。 



１４ 利用者負担に関し、障害福祉サ―ビスと補装具・義肢の自己負担については合算し、

一般の医療保険や自立支援医療との合算については検討するとともに、自立支援医療の負

担軽減についても、検討する。併せて、精神通院医療の申請に必要な診断書を毎年から２

年に１度の提出に簡素化するなど、利用者の申請手続きの軽減を図る。 

１５ 資産要件については、その撤廃を図る。また、現在負担軽減の対象となっていない

一般世帯についても、負担限度額の見直しを図る。 

１６ 移行が困難な小規模な作業所に対し、施設経営ができるように新たな受け皿の構築

など必要な措置を講ずる。 

１７ 市町村格差を是正するため、国庫負担基準等に関し、必要な支援策を講じる。 

            以      上 


